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天災 戦争と経済成長に関する
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天災・戦争と経済成長に関する
国レベルデータの実証研究国 ルデ タ 実証研究

（Skidmore and Toya, 2002; Cuaresma et al. 2007; Sawada et al. 2011）

短期的には 長期的には
天災・
戦争

短期的には
（3年程度）

長期的には
（15年～）

響
戦争

成長にマイナス 成長に影響なし

気候的要因の天災（干ばつ等）は
むしろ長期的な成長率を上昇させるむしろ長期的な成長率を上昇させる

被災後に新しい技術を導入

3

被災後に新しい技術を導入
制度的な大転換



しかし 「復興 では日本経済は没落する
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「制度」と経済成長
（Acemoglu et al 2001 2002）（Acemoglu et al. 2001, 2002）

制度とは？制度とは？

• 社会、経済のルール（ダグラス・ノース）

それらのル ルによる均衡（青木昌彦）• それらのルールによる均衡（青木昌彦）

法的なものも慣習的
なものも含む

政府や国民によって
選択される

例：所有権制度、政治制度、

なものも含む 選択される
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例：所有権制度、政治制度、
年功賃金、ジャストインタイム
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いったん導入された制度は
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地理的
要因
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なぜグ バ 化が必要か
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経済成長の源泉
＝「技術」進歩

海外からの知識・国内の 海外からの知識
技術流入

国内の
技術革新

3人寄れば文殊の知恵3人寄れば文殊の知恵

世界とつながって 世界の知恵を取り込む
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世界とつながって、世界の知恵を取り込む
ことが成長のカギ



自国の生産性成長に対する貢献度
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企業のグロ バル化は
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企業のグローバル化は、
外国技術の流入を促して生産性を拡大する

輸出：2％上昇
(Kimura & Kiyota, 2006)

海外直接投資：2％上昇
(Hijzen, Inui, & Todo, 2007)

日本
企業

外国
海外での研究開発：

3％上昇企業

海外生産委託：0 6％上昇

3％上昇
(Todo & Shimizutani, 2008)

海外生産委託：0.6％上昇
(Hijzen, Inui, & Todo, 2010)

対日研究開発投資 ％上昇
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対日研究開発投資：4％上昇
(Todo, 2006) （数字は平均的効果）



輸出によ て生産性は上昇する
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グローバル化は必ずしも雇用を悪化させない

対外

短期的
雇用減

空洞化？
対外

直接投資

雇用減

生産性 長期的

親会社

生産性
増

長期的
雇用増

親会社の
雇用に影響なし

産業レベルの
雇用に影響なし雇用に影響なし

樋口 & 松浦 (2003)
Hijzen, Inui & Todo (2007) 

雇用に影響なし
Hijzen and Swaim (2007): OECD

Agnese (2009):日本
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Yamashita & Fukao (2008)
Agnese (2009): 日本



グ バ 必ず も を さ な
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三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
『国際化と企業活動に関するアンケート調査』
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ただし、グローバル化
高度人材への需要シフト高度人材への需要シフト
（Ahn, Fukao, & Ito, 2007; Head & Ries, 2002)

海外業務委託
大卒の国内雇用↑

海外業務委託
高卒の国内雇用↓

日本企業の
海外直接投資

親会社での
ホワイトカラ 率↑海外直接投資 ホワイトカラー率↑
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研究開発のグ バ 化も遅れ いる
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しかし 日本では生産性が高いのに
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しかし、日本では生産性が高いのに
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出所：若杉他（2008）（データは経済産業省『企業活動基本調査』2005年）



政策によ て企業のグロ バル化を促せば

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

政策によって企業のグローバル化を促せば
飛躍的成長は可能飛躍 長

マクロ ミクロ

経済連携協定
（ ）

情報
支援 金融（FTA）

特にTPP

支援 金融
支援

対日 ODA

ネット
ワーク

対日
直接投資

誘致

ODA
支援 リスク

支援

25

誘致



TPP（環太平洋戦略的経済連携協定）

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

TPP（環太平洋戦略的経済連携協定）
TPPのGDPに対する影響の試算対する影響 試算
• 農林水産省：8兆円減
（=関税率10％以上の農業生産高）（=関税率10％以上の農業生産高）

• 内閣府：3兆円増
経済産業省 2020年に10兆円増• 経済産業省：2020年に10兆円増

れら 試算は 貿 創出効果が主これらの試算は、貿易創出効果が主で、
TPPによって生産性が上昇する効果や

産業構造の転換による効果を考えていない

26

TPPの真の効果はもっと大きいはず



大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

日本からの輸出にかかる関税は
必ずしも低くない必ずしも低くない

品目 アメリカ ＥＵ 中国 マレーシア 韓国

出所：WorldTariff

品目 アメリカ ＥＵ 中国 マレ シア 韓国

液晶
ビ

5% 14％ 30％ 13 6% 8％
テレビ

5% 14％ 30％ 13.6% 8％

中型
2 5％ 10％ 25％ 22 7％ 8％

自動車
2.5％ 10％ 25％ 22.7％ 8％

マレーシアとはＥＰＡが
発効したのに

例外の少ない
ＴＰＰが必要

27
例外品目で高関税

ＴＰＰが必要



途上国援助の先兵効果

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

途上国援助の先兵効果(Kimura & Todo, 2010)

日本からの 途上国の日本からの日本からの
援助

途上国の
経済成長↑

日本からの
直接投資↑

条件が整えば
情報伝達効果など

（教育レベル、金融制度…）
情報伝達効果など…

他国の援助には見られない、日本独特の効果
Win‐Winの関係の可能性

28

関



大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

東北もグローバル化で成長できる

東北製造業の
億円 生産額億円

輸出額

1 3兆円（8％）
2.7兆円（16％）

1.3兆円（8％）

29出所：日本銀行仙台支店（2010）



伊達政宗の志を引き継ぎ

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

伊達政宗の志を引き継ぎ、
東北のグローバル化を！東北のグ ル化を

支倉常長は400年前に通商交渉のため
石巻から に旅立 た石巻からローマに旅立った

石巻で建造された
ガレオン船（500ｔ）

30

ガレオン船（500ｔ）



大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

産業集積の仕組み

偶然/地理的
要因で立地

雪だるま式に膨張
要因で立地

部品企業が
集まる

容易な知識・
情報の伝達

技能労働者
の集積集まる 情報の伝達 の集積

技術進歩
3人寄れば

31

技術進歩 文殊の知恵



大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

産業集積は
成長を促進する成長を促進する

経済成長の経済成長の
原動力

出所：徳田（2010）

32



大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

全ては「3人寄れば文殊の知恵」

グローバル化 産業集積

人と人との
つながりの強化つながりの強化

新しいアイデアの創出

経済成長
33

経済成長



産業集積 ど う 進む

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

産業集積はどのようにして進むか

出所 園部 大塚（2004）
操業中の
企業数

参入
企業数

出所：園部・大塚（2004）

企業数

退出
企業数

集積地の中で激しい参入・退出

34

集積地の中で激しい参入・退出
 競争力のある企業が生き残る



大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

オートバイの性能

参入・退出が
激しい時期に激しい時期に

急速に技術進歩

35
出所：園部・大塚（2004）



産業集積の栄枯盛衰

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

産業集積の栄枯盛衰
（新潟県燕市の金属加工業の例）

洋釘の普及で
水害が多く（地理的要因）、
副業として和釘の生産 洋釘の普及で

和釘の需要減

仙台の職人に学び

副業として和釘の生産

銅器の需要減
仙台の職人に学び

銅器の生産（付近に銅山）

アジア諸国で安価な
洋食器製造

ブ ド洋食 欧 学

洋食器の製造に転換

ブランド洋食器（欧州に学ぶ）
高度な金属加工 危機を

「つながり」による技術

36

「つながり」による技術
進歩で乗りこえる



災害は集積を破壊するか？

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

広島の実際の人口

災害は集積を破壊するか？

80

広島の1925～40年のトレンド

広島の実際の人口

人
口
（
万
人

40

人
、
対
数
目目
盛
）

長崎の1925～40年のトレンド

長崎の実際の人口

37

20

長崎の実際の人



神淡路大震災 影響

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

阪神淡路大震災の影響

製造品出荷額（1994年 100）（紅谷他 ）製造品出荷額（1994年=100）（紅谷他2007）

120

110
全国

90

100
全国

80

90
被災地

70

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3
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神淡路大震災 影響

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

阪神淡路大震災の影響

120

100

120
ケミカルシューズ生産額（1994年=100）

（紅谷他2007）

80

100

80

60

40
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震災後の神戸のケミカルシ ズ産業の

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

震災後の神戸のケミカルシューズ産業の
構造変化

（山本，2000，図5）

震災前 震災後震災前 震災後

高級品汎用品 高級品汎用品

浅草浅草

神戸長田

中国

40
高級化を図ったが必ずしも成功していない



神 港 落

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

0
神戸港の没落

10

20

3030

40
ナ取扱量 世界 ク

50
1975 1985 1994 1995 1996 2009

コンテナ取扱量の世界ランク

下降気味の集積は災害で破壊されやすい？

41

下降気味の集積は災害で破壊されやすい？



大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

東北は電子機械・
自動車関連産業の

集積地・輸出基地と集積地 輸出基地と
なりつつあったが…

●：自動車●：自動車
関連事業所

ー：高速道路

出所

：高速道路

42

出所：
東北経済産業局（2011）



生産額 占める東北

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

生産額に占める東北のシェア（％）

10

12
電機産業

8
製造業全体

4

6

2

4
自動車産業 停滞

0

85 90 95 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09
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0

20
0

20
0

20
0

20
0

20
0

20
0

20
0

出所：経済産業省，『工業統計調査』



東北 労働生産性 全 均

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

東北の労働生産性（全国平均＝１００）

90

80

90
電機産業

70
製造業全体

60

製造業全体

自動車産業
50

自動車産業

集積によって成長が加速
するに至 ていなか た40

98
5

99
0

99
5

00
0

00
1

00
2

00
3

00
4

00
5

00
6

00
7

00
8

00
9

するに至っていなかった
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19 19 19 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

出所：経済産業省，『工業統計調査』



日本は過度に東京 極集中

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

70 日本の都市の人口シェア（％）

日本は過度に東京一極集中

60

70

その他

都

40

50 その他
• 首都直下型地震のリスクに脆弱
• 多様な人がつながることによる

20

30 東京圏新しいアイデアの創出が阻害

10

20 大阪圏

名古屋圏
0

名古屋圏

45出所：総務省統計局（2010），『日本統計年鑑』



大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

18

世界の都市の人口シェア（％）

14
16 
18 

ロンドン
東京地方

10
12 
14  東京地方

の分散が必要

6 
8 

10 

ニューヨーク
ロス

2 
4 

シカゴ

ロス

0 

50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 00 05 09

シカゴ

46

19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 20 20 20

出所：United Nations (2010), World Urbanization Prospects.



なぜ地方 産業集積が育 な

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

なぜ地方に産業集積が育っていないのか？
地方（北海道、東北、北陸、中国、四国、九州）のシェア（％）

50

地方（北海道、東北、北陸、中国、四国、九州）のシェア（％）

45
公共投資公共投資

40
人口

公共投資が地方の

35

公共投資が地方の
産業集積をむしろ

阻害した1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

47出所：総務省ウェブサイト，総務省統計局（2010），『日本統計年鑑』，本間・田中（2004），林（2004）．

阻害した



本 起業家精神 乏

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

70
日本は起業家精神に乏しい
自分に起業する 起業は自分の

50
60

起業する

自分 起業する
能力がある キャリアにとって

よい選択だ

30
40

起業する
好機がある

10
20

0

48
出所：Kelley, et al. (2010) 



大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

日本では開業 廃業ともに少ない日本では開業・廃業ともに少ない

出所：
徳田（2010）

中小企業に対するだが、新しい企業の
保護が強く、
少ない廃業が

だが、新しい企業の
方が、生産性・雇用
ともに成長率が高い

49

少な 廃業が
起業の重しに？

ともに成長率が高い
（深尾・権，2011）



日本の各地に高度な技術を核とした

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

日本の各地に高度な技術を核とした
産業集積を！産業集積を！

沈滞している公共投資に
企業の
新陳代謝

公共投資に
依存した
地方経済 東京一極集中 新陳代謝地方経済 東京 極集中

の拡大

政策なしには
地方の産業集積

は進まない
特区！

は進まない

50



特区による高度な産業集積の例

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

特区による高度な産業集積の例
中国中関村科学技術園（北京）

• ハイテク企業のみ入居可
研究開発活動の奨励

• 法人税15％
（参入後3年間免除）参 除

• 外資企業の地域統括拠点
の再投資分は免税 出典 中関村科技園ウ ブサイトの再投資分は免税

• 産学連携支援
（大学からの起業に優先融資）

出典：中関村科技園ウェブサイト

（大学からの起業に優先融資）
特区内売上高
19兆円（2010年）

51

中国のシリコンバレーに成長



中関村の成功要因 つながり重視の政策

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

中関村の成功要因－つながり重視の政策―
(Todo et al. 2009, 2011; Cai et al. 2007)

外資企業

海外の
先端技術 スピンオフ

外資企業

共同研究

地場企業

共同研究
の奨励

海外の高度人材
の帰国（海亀）の

大学・研究機関

地場企業
奨励

北京大学
精華大学 産学連携

奨中国科学院
52

企業の奨励



日本における特区の例 産業クラスタ 計画

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

• 全国18の地域における産業集積育成

日本における特区の例－産業クラスター計画－

全国18の地域における産業集積育成

• 研究開発費支援 むしろこちらが
効果的で• ネットワーク支援（中心）

–大企業と中小企業（販路拡大）

効果的で
安上がり
(Nishimura and–大企業と中小企業（販路拡大）

–企業と大学（技術シーズの発掘）

(Nishimura and 
Okamuro, 2011)

展示会・研究会・発表会の支援

技術交流サロン

静岡大学 （株）スペース

技術交流サロン

53

工学部 クリエイション



高度な技術を核とした産業集積のための

大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を

大転換で
飛躍的成長を

高度な技術を核とした産業集積のための
特区の設計

法人税の
税制 つながりによる

技術進歩

地場の研究開発

軽減 技術進歩
新規参入
の奨励地場の

中小企業

研究開発
優遇税制

の奨励

外資企業大企業
グローバル

大学

グ ル
人材の育成
（国際教養大

外国の
バイヤー

54

・・・）



大震災と
日本経済

制度と
経済成長

グローバル化
による成長

産業集積と
経済成長

各地に
産業集積を
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東北にも核となる技術はある

MEMS
微小電気機械

有機ＥＬ
微小電気機械

システム

スマートフォンの

有機ＥＬ
次世代ディスプレイなど
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海風シティ（洋上風力特区）

洋上風力発電＋
沿岸での研究開発・製造と沿岸での研究開発 製造と
スマートグリッド実証を行う

エコシティエコシティ
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地方分権で、東北だけではなく各地に
その特色を生かした産業集積を創出その特色を生かした産業集積を創出

道州制道州制
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ただし 制度の経路依存性を考えると
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ただし、制度の経路依存性を考えると
大転換のために残された時間は少ない



今こそ目覚めよ、臥龍日本！

『 本経済 底力 臥龍が目覚めるとき』
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『日本経済の底力－臥龍が目覚めるとき』
中公新書から8月25日刊行
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